
達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）

1

① ○

支出負担行為登録済みの未払案件検索、ＣＳＶ出
力メニューの追加等によりチェック機能を拡充済み
全ての備品につき書面検査により現物照合実施済
み

② ◎
公募型プロポーザル方式事務マニュアルを策定し、
運用委員会による事前審査、外部有識者の意見聴
取、選定結果の公表の手続等を定め、運用を実施

③ ○
オーダー研修　１２７回（98％）、オーダー巡回１５回
（150％）実施

④ △

指摘・注意件数１４１件
【未達成の要因・理由】
謝金等の支払遅延が２６件、契約書の記載誤り１６
件等により１００件を超過

2

① ○
現年度分新規発生債権（個人向け貸付債権等）の
回収率８９．４％

② ◎
催告強化月間（８月、２月）を実施するとともに債権
を分類し、債権の状況に応じた対応を実施

③ ◎
母子父子寡婦福祉資金貸付金、高等学校等修学
資金貸付金について、弁護士委任の実施、悪質滞
納者への支払督促を実施

④ ◎
債権管理初任者研修、ステップアップ研修、実務研
修を実施

⑤ ◎
現年度分の回収率８６．９％（２６年度実績８５．
９％）

○

債権を適正に管理し、未収債権の回収・整理等に全庁を挙げて取り組みます。

達成手段
(数値目標)

未収債権の発生を抑制するため、即時の督促状発行、早期催告を徹底し、現年度分の回収率を向上させます。
＜現年度（個人向け貸付債権等）回収率　９０％（２６年度実績　８８．７％）＞

高等学校等修学資金について、上記の取組に加え弁護士や債権回収会社を活用した一斉催告等を強化し、現年度分の未
収債権の発生を抑制します。

催告強化月間（８月・２月）等を通じた催告・臨宅により、債権の分類を進め、債権状況に応じた効率的な管理を強化するとと
もに、低所得者などに配慮した柔軟な対応を進めます。

債権管理プロジェクトチームを活用し、実務担当者への指導、研修等の取組を進めます。

悪質な滞納者に対しては弁護士や法的措置（支払督促）を積極的に活用し、厳格な対応を進めます。

○

達成区分運営目標

会計事務の更なるシステム化により、効率的で適正な会計事務を推進します。

統合財務システムのチェック機能を追加し、事務処理の効率化を図るとともに、備品の基準変更に伴う棚卸し等の現物管理
を徹底します。

公募型プロポーザル方式の運用の透明性、公平性を高める審査、公表等の仕組を構築します。

現場のニーズに適合したタイムリーなメニューにより、オーダー研修・オーダー巡回を実施します。
＜オーダー研修　１３０回（２７年度実績　１２７回）　　オーダー巡回　１０回（２８年度新規）＞

達成手段
(数値目標)

会計事務に係る監査の指摘・注意件数を抑制します。
＜指摘・注意件数　１００件未満（２７年度実績　１０７件（４月通知分まで））＞

平成２８年度　会計管理者　運営目標
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

3

① ◎

歳入歳出データ、複式仕訳変換データ及び固定資
産台帳登録情報等の相互検証のためシステム総
合運用試験を実施するとともに、新制度導入による
業務の変更点等を周知徹底するために職員研修
（7/20,2/3,2/6）を実施した。

② ◎
インフラ資産を含めた固定資産台帳の整備や新基
準に準拠した引当金算定等を行い、２８年度期首の
開始貸借対照表を作成した。

4

① ◎
公認会計士による所管課検査員研修10月13日実
施
実地調査団体数　４４団体（102％）

② ◎
外郭団体及び所管課向け会計事務研修
６月17日実施
受研団体数35団体41人　受研課数24課  30人

目標達成状況（達成区分） 件数 割合

目標達成「◎」（達成手段のすべてが◎） 2 50%
概ね達成「○」（達成手段の◎○が２／３以上） 2 50%
未達成　「△」（達成手段の◎○が２／３未満） 0 0%

計（運営目標数） 4

[達成手段（数値目標）の達成区分]
　「◎」･･･目標達成・上回って進捗（達成率１００％以上）
　「○」･･･概ね達成（達成率９０％～１００％未満）
　「△」･･･未達成（達成率９０％未満）

達成手段
(数値目標)

２７年度に整備した公会計システムを円滑に稼働させるため、統合財務システム等の既存のシステムとの連携を含めた総合
運用試験や複式仕訳の作成、職員研修などを実施し、運用体制を確立します。

固定資産台帳を整備するとともに引当金等の決算整理事項等の計数を作成し、２８年度期首の開始貸借対照表を作成しま
す。

外郭団体における財務会計事務の適正化のため、指導及び支援を行います。

◎

達成手段
(数値目標)

外郭団体に対し、公認会計士を活用した専門的視点に基づく現地指導等を行い、内部管理の適正性の確保及び健全運営を
支援します。　　　＜実地調査団体数　４３団体（２７年度実績　４３団体）＞

外郭団体及び所管課の担当者を対象に研修を実施し、コンプライアンスや財務会計事務に対する意識啓発、牽制機能の強
化を図ります。

平成２８年度決算からの「新地方公会計制度」の導入に向けた取組を着実に進めます。

◎

2 / 2 


